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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

校内教育支援センターの運営

教育相談員による教育相談

教育相談員連絡協議会の開催本事業の
主な業務

執行体制

0

教育相談員連絡協議会の
開催、教育相談員による
教育相談、校内教育支援
センターの運営

教育相談員連絡協議会の
開催、教育相談員による
教育相談、校内教育支援
センターの運営

教育相談員連絡協議会の
開催、教育相談員による
教育相談、校内教育支援
センターの運営

48,225,000

作成日

細事業名

令和7年度

事務事業を
構成する
予算事業

目的
※何のために

いじめ・不登校対策事業［学校教育課］

　不登校児童生徒への支援指導

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

　教育相談及び適切な指導、助言。校内教育支援センターでの個別指導。小中連携推進事業。

成果
※何を求めるか

　不登校児童生徒のうち、様々なかたちで支援を受けることができている割合を高める。

項

総
合
計
画

主要プロジェクト

深谷市教育支援センター実施要綱

根拠法令
個別計画等

事業区分 ■ □

令和8年度

34,266,699

前年度決算額（円）

一般会計

目

53,388,724

0.63

51,024,724

5,163,724 5,163,724

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

17,265,379 39,224,520

5,666,198 4,957,821

0.73 0.63 0.63

0

決算額

国支出金

中項目 1 共に学び成長が実感できるまちづくり

0

0 0 0 0

12,244,000

0 0 0 0

28,029,699 39,833,000 42,049,000

単位：円

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

2

　各中学校に教育相談員を配置し、きめ細やかな教育相談を行う。児童生徒、保護者、教員に適切な指導助言を行うこ
とで、不登校児童生徒の減少を図る。不登校児童生徒には、教育支援センターの入所を働きかけるとともに、個別の指
導・支援を充実させ、学校への復帰も含んだ社会的自立を促す指導支援を行う。
　市内小中学校に学校総合支援員を配置し、不登校や児童虐待、保護者対応など、学校が抱える問題の解決に向けての
アドバイスや児童生徒の安全指導、中学生補習学習、校内教育支援センターでの指導・支援等の総合的な支援を行う。

担当課

県支出金 6,431,000 6,237,000 6,028,000 6,176,000

5,168,181

教育研究所費

事務事業

1

事業概要

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事
業
費 地方債 0 0

11,599,181 34,266,699 0

教育相談員連絡協議会の
開催教育相談員による教
育相談適応指導教室の運
営年度別計画

36,280,000 45,861,000

令和05年06月23日(金)

学校教育課 担当係 教育指導担当 管理番号 72222いじめ・不登校対策事業

次代を担う人と文化を育むまち

「生きる力」を育む学校教育の推進

令和6年度

教育費 教育総務費

　市内市立小・中学校の児童生徒及び保護者



活動
・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A

目標値の算定根拠/実績値の出所

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 主幹兼教育研究所長補佐兼指導主事兼学校教育課長補佐兼指導主事　栗原　秀人

８５％を目標値とする　/　様々なかたちで支援を受けることができている不登校児童　/　全不登校児童

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

小・中学校全２９校に１人ずつを目標値とする　/　配置人数　R4学校総合支援員配置事業と統合

29.00 29.00 29.00

目標値 100.00

実績値の算出式

6,395.00

100.00

回

％

目標値は設定しない　/　相談回数

100.00 100.00

57.00

成果指標３

目標値

実績値

区分

教育相談員配置人数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

教育支援センター入級者数

学校総合支援員数

目標値

実績値

教育相談員による教育相談回
数

教育支援センターから学校へ
復帰した割合

評価評価の観点区分

19.00
人

評価理由・指標数値の推移
当初の計画どおり全中学校に教育相談員を配置することができた。
教育支援センターへの入級により、不登校児童生徒への多様で適切な教育機
会を確保することができた。

30.00

10.00

目標値は設定しない　/　入級者数実数

29.00 29.00

復帰率１００％を目標値と設定する　/　学校復帰人数／指導教室入級者数

29.00

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

相談記録等データ化し、情報の共有を図り、効率よく事務事業を執行するこ
とができた。

B

A

教育支援センターにおいて、前年度より多くの児童生徒の教育機会を確保し
ていくことができたが、学校へ復帰した児童生徒の割合は前年度を下回っ
た。

成果

人

実績値

目標値

実績値

目標値

成果指標２

活動指標２

活動指標３

成果指標１

評価者 主幹兼教育研究所長補佐兼指導主事兼学校教育課長補佐兼指導主事　栗原　秀人

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

100.00 100.00

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

10.00

85.00 85.00 85.00

人

単
位

10.00 10.00 10.00 10.00

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

10.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

中学校１０校に１人ずつを目標値とする　/　配置人数

３．評価指標

85.00

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

不登校児童のうち、様々なか
たちで支援を受けることがで
きている割合（小学校）

％
85.00 85.00

90.90

実績値



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

□ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

区分 成果指標２ 指標名 教育支援センターから学校へ復帰した割合

区分 成果指標１ 指標名 教育相談員による教育相談回数

令和6年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

７．改善改革プラン・今後の課題

令和5年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

８．評価指標グラフ

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

教育支援センターから学校へ復帰した児童生徒の割合は、年によって上下す
るが、前年度の復帰率を下回った。今後も教育研究所と学校、保護者、地域
及び関係機関と連携を図りながら、より効果的は施策を検討していく。

令和3年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 次長兼学校教育課長兼指導主事兼教育研究所長　兵頭　一樹

評価の内容説明

72222事務事業 いじめ・不登校対策事業 担当課 学校教育課 担当係 教育指導担当 管理番号
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上記を実施するための具体的な取組内容は？


